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論 文
寡占における非価格競争について
越後 和典
まえおき
かつてカプラン (A.D. H. Kaplan)やリリエンソール (D.E.Lilienthal)は，
現代資本主義における技術革新競争・品質競争・宣伝競争等の非価格競争が，
経済社会の発展に与えるインパクトを強調し，その推進者である寡占的大企業
の進歩的役割を讃美したが1), こうしたいわゆる「新しい競争」論は，その後
かなり多くの人達の共鳴を呼び，現代資本主義や寡占問題の研究者の間にも，
ある程度，暗黙の承認をうるにいたったかに思われる。
寡占産業で価格競争が衰退したことは事実としても，非価格競争という観点
を導入するならば，競争は全体として決して減退せず，むしろ活澄にさえなっ
ているとか，競争は消滅したのではなく， たんにその様相を変えたにすぎな
ぃ，といった見解は，今日半ば常識化されているといってよい。寡占における
価格の下方硬直性を衝く批判的見解は， 「生産物の品質を考慮すれば，価格は
実質的に低下する傾向にすらある」と説く「弁護論」のまえに，その力を失い
つつあるかにみえる。
たしかに価格競争が制限されている状態の下でも，非価格競争はより活澄で
ありうる。しかしそれは無制限ではありえない。しかも非価格競争の成果は価
格競争のそれとは異なるから，非価格競争が活澄であればあるほど，経済厚生
に寄与するところも大きいといった議論は無条件には，成立しないように思わ
れる。非価格競争讃美論は，このような重要な論点を見落している。
ー
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かような現状の下では，寡占における非価格競争の性格を理論的に考察し，
以上のような通説的見解を反省することは，とくに重要な意義をもつように思
われる。本稿ではかような問題意識から，寡占における価格競争と非価格競争
との関連性，および寡占における非価格競争の限界を考察するとともに，それ
が経済厚生に及ぼす影響について，若干検討を加えたいと考える。
本稿では， 非価格競争の形態を， 寡占における企業の生産物政策 tproduct
policies)と販売促進政策 (sales-promotionpolicies)の二つに限定して考察す
る。非価格競争の形態は多様であるが，技術開発政策を除くと，おおむねその
主要なものは， この二つに整理しうるのみならず，技術開発政策も生産物政策
と重複する領域をもつ。しかし技術開発政策そのことについては．別の機会に
、発表しているので2)ここでは省略したい。なお本稿はJ.S. Bain, Price Theory, 
1966. に負うところが大きい。
註
1) David E. Lilienthai, Big Business : A New Era, 1953. (永山武夫， 伊東克己
訳『ビッグ・ビジネス』ダイヤモン・ド社，昭和31年）。 A.D.H.Kaplan, Big Enter-
prise切 aC面PetitiveSystem, 1954. 
2) 拙稿「寡占的大企業と技術の研究開発」 （熊谷尚夫編「市場構造と経済効率」有斐
閣，昭和43年）。
I 生産物差別化政策における協調と対抗
生産物政策とは，生産物の品質・デザイン等の選択としての売手による生産
物決定の行動を意味する。買手は異なる品質・デザイン等に対して異なる選好
を有するから，売手の生産物決定の行動は当然その需要量に影響を及ぽす。
これに対して販売促進政策とは，売手の生産物の存在• その性格・価格等を
買手に報知し，あるいはその効漉を強調して買手を説得し，生産物そのものは
変更することなしに，買手の知識・選好に，したがってその生産物の需要量に
影響を及ぽすことをいう。
両者はともに生産物差別化政策を形成し，密接不可分に結びついて機能する
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1)。すなわち生産物の改変は販売促進政策を前提としてなされ，後者の効果は
また前者によって大きく左右される。生産物の品質改善は，広告されることに
よって潜在的需要を吸引しうるし，広告されるためには，たとえ些細な点でも
改善の証拠を必要とする場合が多いからである。以下本稿ではこのような生産
物差別化政策を採用する寡占，すなわち差別化寡占(differentiated'oligopoly)2) 
'を前提として議論を進める。
周知のように， 企業（売手）間にその相互依存関係が認識されるのに充分な
ほど企業数が少なく，かつそれぞれの企業の市場占拠率が大きい場合，われわれ
はそうした企業グループを寡占と呼ぶのであるが，寡占はその本質において，協
調的性格と対抗的性格という矛盾する二面性をもっている。協調的性格とは．産
業の総利潤＝共同利潤を極大化しようとする性格であり，対抗的性格とは，産
業の総利潤に対する自己のとり分を犬きくしようとする性格を意味する。前者
は協調してパイの大きさそのものを極大化しようとするのに対し，後者はパイ
の分配そのものを争うという性格を有する。前者の性格が著しく強いいわゆる
完全共謀的 (perfectcollusive) な寡占 s) の価格・産出量• 利潤等の成果は，単
独企業独占 (single-firmmonopoly)のそれに接近するのに対し，後者の性格が
前面におし出される場合には，その成果は原子状構造下の競争のそれに接近す
ることとなるであろう。
したがって一口に寡占といっても，具体的には完全共謀的・不完全共謀的・対
抗的な寡占が，協調性と対抗性のさまざまな組合せをもって存在していると考
えねばならぬ。 これを寡占の価格行動（政策）について指摘すれば， 寡占はた
とえばカルテル・内密の協定・プライス・リーダーシップの慣習・価格設定に
おける一定方式の採用（平均総費用または可変費用に慣習的な形のマーク・アップを行
う）等，価格設定に共同歩調をとる完全共謀的ないし不完全共謀的寡占から，
半ば公然たる価格競争に訴える対抗的寡占にいたるまで，その形態はさまざま
である 4)0
同様なことは，生産物政策・販売促進政策についても指摘しうる。すなわち
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生産物変更費用・販売促進費用の支出についても，先導企業が産業全体の利潤
を極大化する上に必要であると考える生産物のモデル・チェンジの頻度，生産
物変更・・販売促進のための支出額を設定し，他企業がこれに追随するという，
価格政策におけるプライス・リーダーシップに匹敵するような協調の型があり
うる 5)。
また価格設定におけるマーク・アップ方式のように，売上収入に対して一定
の慣習的な彩を生産物改善費・販売促進費にあてるという方式を，すべての企業
が採用することによって，協調行動を維持することもありえよう。さらに，価
格政策においては屈折需要曲線の理論6)が示すように，価格変更に対する競争
企業の反応の予測が不確定である場合，いわゆる寡占的てずまり (oligopolistic
stalemate)の状態が発生し，価格は現行の水準で硬直化する可能性が生じるが，
同様に生産物改善費・販売促進費の増減によってひきおこされる競争企業の反
応が不確定な場合，手づまり状態が発生し，企業は競争企業の報復をおそれて
それらの費用を現行水準にすえおくこともありえよう。最後に寡占においても
価格競争が激化するように，競争者の反応を無視した積極的な生産物変更や販
売促進のための支出がなされることもありえよう。ただしこうした場合は，価格
競争の場合と同様，一時的・例外的なものとみるべきであろう。寡占において
は強弱の相違はあっても，相互依存性の認識が前提されているからである。
以上のように生産物政策・販売促進政策に関しても，われわれは先導者一追
随者の型による完全協調的な寡占から，協調性のより不完全な寡占，対抗性の
強い寡占にいたるまで，さまざまな形態を区別しうる。そしてこうした寡占の
諸形態に応じて，販売促進費•生産物改善費の大きさは異なることになろう。
すなわち，まず完全協調的な寡占を想定しよう。そのような寡占が生産物改
善・販売促進のために支出を行うのは，それによって当該産業の需要曲線が右
方ヘシフトする（すぺての価格で販売量が増大する）ことと関係している。完全協
調的な寡占においても，生産物改善・販売促進政策を採用することによって，さ
もなければ他産業の生産物の購入に向かったであろう消費者を，当該産業の生
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産物の購入に吸引しうるならば，そうした政策を採用するであろう。もっとも，
そうした政策にどの程度の大きさの支出がなされるかは，追加される費用の大
きさと，その結果としての需要の増大にもとづく収入の増大の関係に依存して
いるから，定量的な推定を行うことは容易でない。理論的には，その水準は共＿
同利潤極大化と合致するであろうといいうるのみである。
この点に関して注意すべきことは，一般に寡占産業で，多額の販売促進費や
生産物改善費が支出されていることを根拠として， 価格競争がみられなくて
も，なお実質的な競争は活澄である，という議論がなされることについてであ
る。このような議論は，必ずしも正しいとはいえない。なぜならば上述したよ
うに，完全協調的な寡占でも，これらの費用は多額にのぼるかもしれないから
である。その大きさは一義的に論じられないから，もし寡占産業内の企業の相
対的な市場占拠率がかなり長期にわたり固定的であるならば，たとえ販売促進
費や生産物改善費が多額であろうとも，そのことをもって，企業間に活澄な非 ‘ 
価格競争が行われている証拠とすることはできないであろう 7)。
さて協調の程度の低い寡占では，理論上，完全協調的寡占ないし単独企業独
占の場合よりも，より高いレベルでの販売促進費や生産物改善費の支出がみら
れるであろうことは容易に想像しうる。しかし寡占では競争企業の反応を全く
考慮に入れないような単独の生産物・販売促進政策は例外的であるとするなら
ば，そのような政策の伴う費用の水準は，競争企業の反応を考慮に入れない原
子状の構造下の「独占的競争」の場合に比して高いとはいえないであろう。
このように販売促進費と生産物改善費の水準は，完全協調的な寡占の場合の
水準がケース・バイ・ケースで異なることを一応論外とすれば，寡占の具体的
形態によって異なることになるが，寡占のそうした具体的形態を規定するもの
は何か。それは広い意味での集中度，参入障壁である。，すなわち他の事情にし
て同ーならば，①企業数が少なければ少ないほど，③周辺的小企業8)が存在せ
ず，企業規模（市場占拠率）が企業間で近似的であればあるほど，⑧産出量に対
する生産費の関係（費用条件）が企業間で近似的であればあるほど， ④参入障
5 
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壁が高ければ高いほど，寡占における協調的性格は強化され，逆の場合は対抗的
性格が強化されるであろう 9)。これらの条件は，価格・産出量の決定において，
協調的な行動を可能にする市場構造上の条件と考えてよいが，その同一の条件
は，生産物改善・販売促進政策における協調的行動をも可能にするのである。
企業数が少なく，周辺的な小企業も存在しないような高度集中産業では，生
産物改善・販売促進等の費用を，共同利潤を極大化するような水準に制限する
可能性が大きい。費用条件が近似的であることは，共同利潤を極大化するよう
な水準に関する見解の一致をもたらす条件であるし，参入の脅威が存在しない
ことは，参入を阻止するための，販売促進費や生産物改善費の支出を節減し，
共同利潤を極大化させる条件となる。つまり販売促進費や生産物改善費の支出
は， 参入を阻止するための価格引下げ（極限価格の設定）と全く同一ではない＇
が，代替的であるといってよい。
この点に着目するならば，価格競争を制限する同一の構造は非価格競争をも
制限する可能性をもつと考えてよい。したがって価格競争の制限が、あたかも
活澄な非価格競争を招来しているかのように考えるならば，それは基本的に誤
謬である。ただこの場合いいうることは，価格面での完全な協調（たとえばカル
テル）は，生産物改善・販売促進政策の面での不完全な協調と結びつきうると
いうことである。そしてその理由は以下のとおりである。
元来，差別化寡占のもとでは，価格水準は同一でも，価格が全く同一という
ことはありえず，若干の相違が存在するが，この価格のわずかの相違と消費者
の選好の組合わせが，同一の価格水準のもとにおける各企業の占拠率をきめる。
この場合，企業が占拠率をたかめる方法は価格差を拡大または縮小するか，さ
もなければ価格を据え置いて，消費者の選好に影響を及ぽすような販売促進政，
策なり生産物改善政策なりに訴えるかのいずれかである。このうちいずれの方
法が選択される可能性が大きいかといえば，通常，後者である。
なぜならば，価格の引き下げは企業を野放しの価格競争にひきこむ危険性が
大きい。それはわずかの価格差と生産物差別化の組合せによって形成されてい
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る企業間の市場占拠率のバランスを崩すであろうが，すべての企業に振失を与
えずに，その競争をやめることはできない。ひとたび価格引下げの事実を知っ
た消費者は，もし価格が再び引き上げられるとすると，購入意欲を減退させる
か，少くとも一時は買控えをするだろうからである11)。 これに対して非価格
競争は，野放しの競争においやる危険性が少ない。たとえ競争的に生産物改善
費や販売促進費の増大がみられるとしても，そのような競争を有利な一定の範
‘囲内に抑制することが，価格競争の場合よりも比較的容易だからである。この
ことは生産物の改善や広告が価格切下げの場合よりも，効果の現われるのによ
り長い時間を要すること，またその効果そ0)ものも，不確実な場合が多いこと
等と無関係ではない。さらに企業が非価格競争によって期待した効果をあげる
ことができない場合には，ほとんど損失をうけずに中止することもできる。こ
こに価格競争との重要な相違点が存在するのである。
かくて価格切下げが競争企業の報復を呼び，価格競争に発展することをおそ
れる企業は，価格切下げよりも生産物差別化を選好することになる。ここに完全
な価格面における協調行動と，協調の程度において不完全な生産物差別化政策
が結びつく可能性がある。しかしそのような非価格競争が，決して無制限に行
Iわれるわけではないことは既述のとおりである。いずれにしても寡占において
は，非価格競争は価格競争よりもより活澄でありうるが，価格競争を抑制する市
場構造は同時に，非価格競争の程度をも基本的に制約するものであることを忘
れてはならない。
以下この観点から，非価格競争を販売促進政策と生産物政策に区別し，それ
ぞれが市場成果に及ぽす影署と，その経済厚生に対する含意を検討したい。
註
1)ヴェブレンは1920年代にすでにつぎのように述べている。 「生産者はその生産物の
販売可能性に対して，一貫していっそう多くの注意を払ってきた。したがって帳節に生
産費として計上されているものの多くは，正しくは販売向けの外観の生産費と考える
べきである。かくて，販売術と製作術との区別がしだいにはっきりしなくなった。」
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7) Cf. Bain op. cit., p. 310. 
8) Cf. Bain, Industrial Organization, 2nd. ed., 1968, p. 120, also see Bain, 
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Il 寡占における販売促進費
すでに述べたように，協調性の強い寡占と対抗性の強い寡占とでは，他の事
情が同ーであるかぎり，販売促進費の大きさも相違する。販売促進政策につい
て完全協調的な寡占を想定すれば，その販売促進費の水準は単独企業独占のレ
ベルに接近するであろうが，協調性がより不完全になるにしたがい，すなわち
対抗性がより強くなるにしたがい，販売促進費の水準は単独企業独占のそれよ
りも高くなるであろう。なぜならば，販売促進費を競争的に増大させるとき，
その費用効果，つまり買手の選好に及ぽす影響は，減殺されることになるか
ら，競争的に販売促進費を増大させない場合に比して，産業全体としては同一
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の需要量を吸引するのに，より多くの販売促進費を支出せねばならなくなるか
らである。したがって，協調性の程度が低くなるに伴い，産業全体としての販
売促進費は，共同利潤を極大化する販売促進費を上回ることになろう。
寡占における対抗性の増大，したがって販売促進競争（非価格競争）の活澄化
は，販売促進費をかりに社会的浪費とみるならば，明らかに経済厚生を損うも
のであり，望ましくないというべきであろう。
しかしこの点については，若干の詳察を必要とする。周知のように販売促進費
は，理論上，物的流通費とは区別されるべきものであり（実際上の区別は容易では
ないが1))' その支出の主な形態は， ①あらゆる種類の広告， ③セールスマン
による販売促進，③分配・サービス業務における基礎的な水準をこえる販売促
進志向的な活動等にわかれる 2)。
このような活動に対する支出がどの程度の浪費性をもつかについては，周知
のとぉり， マーシャル (A.Marshall)以来の伝統的・公式的見解が存在する。
それによれば，販売促進政策は一方では買手に生産物の存在• その特徴・価格
を報知せしめることにより，最も有利な選択をなさしめる機会を与え，市場機
能のより完全な遂行に役立つ、という評価が与えられる。販売促進政策はこの情
報提供的 (informational)な機能を果すかぎりにおいて，望ましいとされるの
である。
チェンバリン (E.H. Chamberlin) もいうように，広告は知識の伝播普及に
よって，彼の生産物に対する需要曲線をいっそう弾力的たらしめる。価格につ
いての不完全な知識は，需要曲線をつねに非弾力的たらしめることを考慮すれ
ば，広告は価格競争にたいする機会を，より豊富たらしめるといってよい。も
ちろん広告は他面では付加的費用を伴うから，これを価格によっておぎなう必
要が生じる点を忘れてはならない。
さらに広告は生産物の存在の知識を伝播普及することによって，その広告さ
れた生産物の需要曲線を右方にシフトさせる効果をもつ。新生産物や，古い生
産物の新しいヴァラィアティーの場合には，この種の広告支出を行わないかぎ， 
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り，市場は全然存在しないことになる。価格競争の場合と同様に'.品質競争の
場合にも，広告を通じて多数の潜在的購買者に対しで情報を普及しうることに
ょり，競争は刺戟されるのである 8)0
この反面，販売促進政策は欲望そのものを変化させることによって，たとえ
ば広告された財の需要を増大させ，その代りそれ以外の財の需要を減少させる
という形で，需要に影響を及ぽす。販売促進政策ないしその費用が，そのような
説得志向的 (persuasiveoriented)機能をもつかぎり，それは資源の浪費を意
味するとされるが，その根拠はつぎのような諸点に求められている。①販売促進
費の支出は，もともとそれがなされない場合においては，たとえば鉄や靴の生
産・流通に配分されたであろう労働力や生産資源を，広告の•コヒ゜イやテレビの
コマーシャルのために割愛することを意味する。それは有用な財・・サービスの
生産の減少をもたらす。②説得的な販売促進政策に資源を使用し、たり，あるい
はそれによって購買力の支出を刺戟しなければ，完全雇用を維持できないとい
う説は採用されがたい。したがって説得的な販売促進政策は本来必要ではない゜
⑧説得的な販売促進政策は社会的に浪費であるにとどまらず，それを採用する
産業および企業の利益にとっても望ましくない。競争的な販売促進活動は販売
効果において相殺的であるから0。
以上のような議論には，重要な問題が残されているがそれは後にまわそう。説
得的な販売促進政策が浪費的であるとされるのは，以上の理由によるのである
が，このような立場から寡占の販売促進政策の性格を検討すれば，共同利潤を
極大化するような販売促進政策における完全協調的な寡占であっても，さらに
単独企業独占であっても，その販売促進政策が浪費的性格をもたないとはいえ
ない。完全協調的な寡占は， 情報提供的と説得的たるとを問わず販売促進費
を，その増加分がそれによってもたらされる産業の純収入の増加分よりも小さ
い限り，増大しつづけるであろうが，それがどの程度にまで達するかは産業に
よって大きく相違するであろう。①買手が購入にさいして，価格よりもむしろ
世間の評判をより重視するような生産物。すなわち購買が威信・優越感・虚栄
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心等に支配されやすい，たとえば高級万年筆・高級ライター・高級ウイスキー
等。②買手がその真価を正確に知悉しえないような生産物，たとえば医薬品・
自動車等。③高価でしかも購入機会がそう頻繁でないので，他の銘柄と比較し
たり実際の使用の経験にもとづき購入することのない耐久消費財。こうした製
品を生産する諸産業では，おそらく説得的な販売促進政策が行われやすいであ
ろう 5)。ベインの20産業の調査によれば，売上収入にしめる広告費の比率の高
い産業は，一般に消費財産業にみられ，しかもそれらは一般に売手集中度が高
いか，または著しく高い産業であるとされているが，とのことは販売促進政策—
でも協調が行われやすい高度寡占において，決して販売促進費の支出が少なく
ないことを示すものといってよい。ちなみに彼の資料を掲げると以下のとおり
である。
(1)売上収入の 1%以下の広告費＝銅・セメント・レイヨン・鉄鋼・肉類缶詰
．缶詰用缶・農業用機械・トラクター。
(2) 1形から 2%まで＝建築用塑型生産物・ゴムタイア・石油生産物・缶詰商
品・靴。
(3)2%から 4%まで＝タイプライター・自動車・小麦粉。
(4)5%あるいは 6%=紙巻煙草・蒸溜酒・万年筆。
(5)約10%=石鹸。
ベインは売上収入の 5%以上の広告費を示す諸産業のすべて，または大部分
は，浪費的な販売促進費を支出しているという疑いが十分あるという 6)0
さらに広告以外の販売促進政策およびコストが，浪費を示す産業としては，
タイプライター・農業用機械・石油生産物の諸産業が，ベインによって指摘さ
れている。かかる諸産業では，排他的な販売網またはチェーンを設立して，強
力な説得的販売活動を行い，過度の販売促進費を生ぜしめているとされる 7)。
これを要するに， 販売促進費が浪費的な性格をもつ可能性が大きいかどうか
は，前述した産業の性格によって左右される面が大きいのである。寡占におけ
る協調性が強ければ強いほど，浪費性が減少するというのは，こうした産業間
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の相違を無視し，すべて他の条件を同一とみなした場合にのみ，主張しうる議
論であることを忘れてはならない。
さて議論をもとにもどそう。以上では説得的販売促進政策を浪費とみなして
きたのであるが， 販売促進政策をこのような点でのみ評価することは， いう
までもなく一面的であるように思われる。第一に，説得的広告と情報提供的広
告とは，理論上ないし分折上の便宜のために区別されうるほど，実際には明確
に区別しがたい。たとえば地方新聞紙に掲載される食料品店の広告は，情報提
供的であり，全国向けテレビのコマーシャルは説得的であると，一応は判断で
きるかもしれない。しかし前者が常に情報提供的であるわけではない。買手の
好みそのものが，本来すでに買手を真に異った生産物の間の選択に直面させる
ことによって，生み出されたものではない。実はそれ自体が広告の所産である
場合が少くないであろう。むしろ商業広告は本来的に多かれ少なかれ説得的な
性格をもっているといってよい。
第二に，説得的な販売促進費を浪費とみなす議論の根抵には，前述の議論か
ら推察しうるように，まず資源の完全利用を前提し，さらに販売促進費の機能
の考察を買手の支出をオルターナティヴな生産物の間に配分させるという側面
に限定している。しかし現実の経済では，資源が完全利用されているわけでも，
販売促進政策が消費総額に影響を及ぽさないわけでもない。それは新しい欲求
を生み出し，需要を創出して消費総額に影響を及ぽす。そして不完全雇用のも
とで，そうでなければ生じないであ、ろうような工場や設備に対する投資を助長
することによって，投資と所得の純増を生み出すのである。
失業と遊休設備が存在する社会では，販売促進政策なくしては，それらの資
源が利用されないままにとどまることも起りえよう。ここに販売促進政策のも
つ重要な機能があるように思われる。これをたんに浪費として片づけることで
は不充分のそしりをまぬがれない。むしろそのような浪費の下に現代資本主義
は機能しているのであって，それはいわば「体制」の不可欠の部分となってい
る点を見落してはならないであろう s)。
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第三に，販売促進政策はそれが説得的・浪費的な性格をもつとしても，他面
つぎのような補償的機能をも，もちうることを忘れてはならない9)。
①プランドやトレード・マークの評判を高める販売促進政策が，永続的な効果
をもちうるためには，欺睛や説得だけでなく，品質そのものも改善される必要
がある。広告はそれがなされることによって，逆に売手の品質改善•生産物の
標準化等の努力に刺戟を与え，生産物成果の向上をもたらすという面がある。
②企業は大規模生産に必要な効率的な規模に成長することによって，生産費
を極小化しうるが，そのような成長のためには，市場の確保を必要とする。販
売促進政策が新しい需要を創出するかぎり，それはこのような生産の合理化を
可能にする。しかし説得的な販売促進政策が，新しい需要を創出ずるのではな
く，たんに競争する企業から需要を奪うにすぎないという前提にたてば，他企
業も販売促進費を競争的に増大させるであろうから，その費用効果は相殺的に
なり，需要の増大・大市場の確保は困難となるであろう。ただしそのような前
提自体に問題があることは既に述ぺたとおりである。
③最後に販売促進政策の役割を強調する者は，それが広告媒体に娯楽や教養
番組を製作する資金をまかなうことを可能ならしめること，あるいは，特定の
生産物の販路を拡大するためには，買手を教育せねばならない点をとらえて，
販売促進政策が消費者の厚生を増大すると説く。たしかに日本の幼児の音楽教
育が， 「山葉」や「河合」の音楽教室，すなわち企業の販売促進政策に負うて
いる事実は，これを率直に認めねばならぬであろう。しかしこの点における販
売促進政策の役割については重要な疑問がある。
ポックー (D.M. Potter)は広告の教育的機能に関し，それが教会や学校によ
って与えられるそれと異なる所以は，個人の向上という明確な理念をもたない
点にあると論じたが10), バラン (P.A. Baran)およびスウィージー (P.M. 
Sweezy)はさらに徹底しており，そうした議論が「豚を蒸し焼きにするために家
を焼いてしまうことと同じ程度のもの」とし，次のように述べる11)。「・マスコ
ミの手段によって提供され，直接・間接に広告媒体として役立っている芸術作
13 
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品の価値について， 重大な問題があるだけではない。 これらのすべてのもの
は，商業広告によって消費者が支払うことを余儀なくされている価格と，比べ
ものにならないほど安い費用で，消費者に提供できるはずである」と。
ともあれ，われわれは経済学的見地からは浪費とみなされるものが，「体制」
と不可分に密着している現実に生きているわけである。説得的な販売促進費を
浪費として，あたかも「体制」に外在的なものと見なすことができないと同時
に，浪費を拡大する非価格競争を讃美することによって，「体制」の非合理を
黙認することもできない。
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11)バラン・スウィー ジー 著・小原訳，前掲書， 149-150ペー ジo
皿 寡占における生産物改変費
生産物の品質・型・デザイン等は，一般に適当なレベルとヴァラィアティー
を保ち，消費者の欲するところと適合していることが，望ましいことはいうま
でもない。しかしその適当なレベルとヴァラィアティーの適当の基準はどこに
おかれるのか，さらにいかなる寡占の具体的形態が，その基準をみたす上で望
ましいかといった問題は，上述の販売促進費の場合と同様，定量的に示すこと
が困難な問題である。買手の欲望そのものが，実は説得的な，それゆえ浪費的
とされる販売促進政策の所産である場合には，とくにそうである,o
販売促進政策の場合と同様，生産物政策についても，完全に協調的な寡占か
ら，対抗性の強い寡占にいたるまで，さまざまな形態を区別しうるが，まず生
産物政策に関し，完全に協調的な寡占を想定しよう。そのような寡占は，産業
における共同利潤を極大化するような生産物のヴァラィアティーと品質を決定
する方向に共同して行動すると考えてよい。品質・ヴァラィアティーの変更
は，それに伴う産業全体の需要増大によって，生産物政策のために増加した生
産費以上に収入の増大がみられるかぎり行われるであろう。またそのような寡
占では，競争企業の犠牲において，自社の需要を増大させるにすぎず，したが
って共同利潤の極大化を妨げるような対抗的な生産物の個別的調整は避けられ
るであろう。
これに反して，対抗的寡占では，各企業は販売量を競争者の犠牲において拡
大しようとして，生産物の単独の調整を行う結果，産業の共同利潤を減少させ
ることになるであろう。対抗性の著しく強い寡占では，その結果，生産費が価
格に接近するまで，生産物改変が進むかもしれない。しかし産業の共同利潤を
極大化するような生産物改変の程度が，消費者の厚生の点からいって最も望ま
しくなく，対抗性の強い寡占の生産物成果が，望ましいレベルと合致するとは
いえない。ただほば確実にいえることは，生産物の耐久性を非常に増大させる
15 
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ような生産物改善，たとえば切れない電球の生産は，それが産業全体に対する
需要を低下させ，共同利潤の極大化と矛盾するかぎり，そのような改善は協調
的な寡占では行われないであろうという点である1)。この場合には，むしろ「
計画化された陳腐化」政策によって，市場の拡大が意図されるであろうことは，
自動車産業におけるモデル・チェンジの実績が示すとおりである2)。
これに対して，生産物政策に関して，対抗性の強い寡占の場合はどうであろ
うか。そこでは二つの生産物政策をめぐるを型を区別しうる。第ーは，各企業
が同一方向に生産物改善を競う場合である。たとえば品質・精度の向上，大型
，化または小型化。この場合，各企業の生産物は相互に模倣的となり，品質は向
上するがヴァラィアティーは乏しくなり，生産物改善のための費用はますます
•上昇する。 ' 
第二は，全く異なる生産物政策が採用される場合である。すなわちA企業は
もっぱら単純・低品質の生産物を生産し，これを低価格で販売する。 B企業は
複雑・高品質の生産物を生産し，これを高価格で販売する。 A企業とB企業は
異なる買手層のそれぞれの部分をそれぞれの企業から奪うべく競争するのであ
る。この場合には第ーの場合よりも，生産物の品質・費用・価格のそれぞれに
ついて，ヴァラィアティーがもたらされるであろう。
この二つの型の政策のうち， いずれの型が採用されうる可能性が大きいか
は，価格競争が制限されている程度，および購入市場の構造に依存する。もし
価格が完全共謀的であれば，生産物政策では第一の型が採用される可能性が大
きい。なぜならば，品質を低下させる生産物政策を採用することによる競争上
の利益は，低価格と結びつくことによってのみ実現できるのに対し，共謀的な
価格はそのような低価格政策を単独で採用することを許さないからである。こ
れに反して，価格競争が制限される程度が低い不完全共謀的な場合は，品質の
向上，低下そのいずれの政策の採用も可能であろう。
次に購入市場の構造についていえば，買手の嗜好・所得にヴァラィアティ・一
があればあるほど，そして嗜好・所得において相違する買手グループの規模が
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等しければ等しいほど，売手に・は生産物のヴァラィアティーを促進する生産物
政策を採用することが有利となるであろう。
生産物政策が品質の向上の方向のみを志向すれば，生産物は模倣的となり，
品質は画ー的となり，ヴァラィアティーを失う。他面，その生産物政策の効果
は相殺され，費用の上昇にもかかわらず，個別企業にとっての市場の拡大は制
限されるであろう。いわゆる適度の品質改善，望ましい生産物のヴァラィアテ
ィーがどの程度であるかを，具体的に示すことは困難であるとしても，そのよ
うな政策が過度品質・過少ヴァラィアティー志向的な性格をもっていることは
明白である。しかもそのような性格をもつ生産物政策が，価格競争の制限され
ている程度と関係することはとくに注目すぺきであろう。価格競争が制限され
ている場合には，生産物成果においてもまた，過度品質，過小ヴァラィアティ
ー等の望ましくない傾向があらわれる可能性がある。8)
なお共同利潤の低下に導くが，消費者の満足を増大させることの確実な生産
物改善，たとえば，僅少の生産費の上昇によって生産物の耐久性を著しく高め
るような生産物政策は，対抗性の強い寡占において，はじめて採用されうるで
あろうが，そのような対抗性の強い寡占は，比較的に低い集中度と強い参入の
脅威にさらされている場合にみられ，そこでは価格についても完全共謀の成立
繹難である。いずれにしても価格競争の制限されるような条件の下では，非
価格競争（生産物成果）の面でも，望ましい成果がもたらさせるという保証はあ
りえない。
ところで以上の議論は，買手の選好の相違に応じて生産物のヴァラィアティ
ーが過不足なく存在することが望ましいこと，また頻繁なモデル・チェンジ
ゃ，耐久性に乏しい生産物は，望ましくないこと等の議論を前提にしている。
ここでいう望ましくない生産物成果とは，浪費的であるということである。そ
れはあたかも情報提供的な販売促進費をこえる説得的な販売促進費が浪費的と
されるのと同様である。したがって，販売促進費についてのこの種の議論に対
して行ったコメントは，生産物政策についても，そのまま適用されることに注
意せねばならぬ。
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18 
